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　歳入のうち市税は、ふるさと納税に伴う寄附金税額
控除額（流出額）が約５億５，０００万円となり、新型コロ
ナウイルス感染症の影響による市民税の減などにより、
前年度と比較して１．２％（２億９，７２６万円）の減となり
ました。
　また、新庁舎建設事業債などが増となったものの、
特別定額給付金給付事業費補助金の減、東京都市町村
新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付金の減な
どにより、歳入全体では５９３億６，６４７万円〔対前年度
比７．１％（４５億５，５５３万円）の減〕となりました。
　歳出は、子育て世帯への臨時特別給付金給付に伴う
扶助費が増となったことなどにより民生費が１０．１％
（２３億９，５６５万円）の増となりましたが、一方で、特
別定額給付金給付に伴う補助費等の減などにより総務
費が５６．６％（９５億６，０３６万円）の減、GIGAスクール

構想環境整備に伴う物件費の減などにより教育費が
２２．３％（１４億９，９５３万円）の減となり、歳出全体では
５６４億６，５６４万円〔対前年度比８．９％（５５億２，７２４万円）
の減〕となりました。
　一般会計を中心とする普通会計（＊１）の経常収支比
率（＊２）は９４．３％となり、前年度（９３．４％）より０．９ポ
イント悪化しました。歳出面での物件費や扶助費など
の増が、歳入面での地方消費税交付金などの税連動交
付金の増よりも大きいことが要因と考えられます。
　なお、令和３年度の決算については、９月２９日の本
会議で一般会計と特別会計の全会計が認定されました。
今後も徹底した事務事業の見直しや行政改革の推進を
行い、適切な財政運営に取り組んでいきます。

（＊１）普通会計
　　�地方財政の統計などに用いられる会計。本

市は、一般会計・土地取得特別会計の２会
計で構成しています

（＊２）経常収支比率
　　�地方公共団体の財政構造の弾力性を判断す

る指標として使われるもので、人件費・扶
助費・公債費等の経常経費（義務的経費）に、
地方税・地方交付税・地方譲与税を中心と
する経常的な収入である一般財源がどの程
度充当されたかをみるもの。経常経費に充
当した一般財源の残りの部分が大きいほど
臨時の財政需要に対応できることとなり、
財政構造に弾力性があるといえます

（＊３）市債
　　�道路、公園、小・中学校、下水道などの公共施設整備のために、国や都、

金融機関などから長期に借り入れて調達した資金です。整備した公共施
設は将来にわたって使用しますので、この費用を現在の市民だけではな
く将来の市民も負担することで、世代間の負担を公平にします

（＊4）基金
　　�特定目的のために積み立てられた資金や財産です。基金は条例によって

設置されますが、年度間の財政不均衡や予期せぬ経済変動に備える財政
調整基金のように、法律で設置が義務づけられているものもあります。
基金残高は、令和３年度は前年度と比べ約６億円増加しました

（＊�5）令和３年度末の基金残高１４２億円のうち６億円は、債権（地方債）　
で運用しています

※�下水道事業は、地方公営企業法の財務規定の適用により会計方式が公営企業会計に移行しているため、
別表示としています

一般会計は対前年度比、歳入7.1％の減・歳出８.９％の減に

一般会計・
特別会計

令和令和３３年度年度のの決算決算をを公表公表しますします

令和３年度の決算概要

決算額564億6,564万円（対前年度比8.9%減）

歳出
民生費

260億8,612万円
（46.2％）教育費　52億1,002万円（9.2％）

諸支出金　35億7,751万円（6.3％）諸支出金　35億7,751万円（6.3％）

総務費　73億2,882万円（13.0％）

衛生費　53億451万円（9.4％）

土木費　35億4,716万円（6.3％）
公債費　21億7,172万円（3.9％）公債費　21億7,172万円（3.9％）
消防費　16億9,645万円（3.0％）消防費　16億9,645万円（3.0％）
商工費　11億4,888万円（2.0％）商工費　11億4,888万円（2.0％）
その他　3億9,445万円（0.7％）その他　3億9,445万円（0.7％）

国庫支出金　127億2,200万円（21.4％）

その他　21億1,924万円（3.7％）

諸収入　15億7,146万円（2.5％）
繰越金　19億2,912万円（3.3％）

都支出金　75億1,100万円（12.7％）

地方消費税交付金　27億9,525万円（4.7％）
市税

235億6,639万円
（39.7％）市債　29億7,820万円（5.0％）

繰入金　32億5,477万円（5.5％）

使用料及び手数料　9億1,904万円（1.5％）

決算額593億6,647万円（対前年度比7.1%減）

歳入

■一般会計歳入決算 ■一般会計歳出決算

■市債残高・基金残高の推移状況

会計 歳入(対前年度増減) 歳出(対前年度増減)

一般会計 ５９３億６，６４７万円
（-４５億５，５５３万円）

５６４億６，５６４万円
（-５５億２，７２４万円）

土地取得特別会計 ０円（０円） ０円（０円）
国分寺都市計画事業国分
寺駅北口地区第一種市街
地再開発事業特別会計

０円（-１４億９，８２２万円） ０円（-１４億９，８２１万円）

国民健康保険特別会計 １１１億３５万円
（+１０億４，３６７万円）

１０７億２，３２７万円
（+８億２，３７３万円）

介護保険特別会計 ９１億３，１５６万円
（+１億９，２９８万円）

８８億１，９３９万円
（+１億２，０４６万円）

後期高齢者医療特別会計 ２９億９，６６３万円
（-２，９３５万円）

２９億６，９５１万円
（-４５４万円）

全会計　合計 ８２５億９，５０１万円
（-４８億４，６４５万円）

７８９億７，７８１万円
（-６０億８，５８０万円）

会計 収益的収入(対前年度増減) 収益的支出(対前年度増減)

下水道事業会計

２５億６，８１９万円
（-１億８０７万円）

２８億３，１７３万円
（-１億３９４万円）

資本的収入(対前年度増減) 資本的支出(対前年度増減)
２億５，５４２万円
（-１，９２９万円）

８億８，１９３万円
（-１億５，８６７万円）

■全会計の決算額

（億円）
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市債（＊3）残高
基金（＊4）残高

■一般会計の主な事業
事業名 事業費

新庁舎建設事業 ２９億３，９９１万円
新型コロナウイルス感染症予防接種事業 １２億５，１２６万円
民設民営保育所整備事業（施設整備） ４億５，７５７万円
国分寺市民・市内小規模事業者応援商品券事業 ３億４，７３９万円
小学校の施設整備事業 ２億４，２７５万円
中学校の施設整備事業 １億６，４３３万円
オリンピック・パラリンピック推進事業 ２，７２３万円
新型コロナウイルス感染症対策緊急協力金給付事業(自宅療養者
対応等分) １，５００万円
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